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イントロ： とある省エネの事例



省エネ事例： 設備運転時間の見直し

【改善前】 【改善後】

たったこれだけで省エネ効果！

設備 運転時間
（冷房）

冷凍機・チラー 8：00～18：00
冷温水二次ポンプ 8：00～18：00
空調機 8：00～18：00
ファンコイルユニット 8：00～18：00
外調機 8：00～18：00

運転時間
（冷房）

8：00～17：45
8：10～18：00
8：45～18：00
9：00～18：00
10：00～17：30

運転員

根拠？ さあ・・・
竣工時のままです

利用側と確認し、
支障ない範囲で短縮

〈事業所Bの事例〉

3（出典：木村2013日エネ学会誌）



省エネのバリア：
情報の非対称(知らない）、動機の分断（動かない）

管理委託業者

総務・施設
担当者

実は、スケジュールなんて
気にしたことなかった。。。

利用者

引き継いだスケジュール通り
に運転してるだけです。
勝手に変えてクレーム

されると困るので
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（関知せず）

（出典：木村2013日エネ学会誌）



（出典：木村2013日エネ学会誌）

合理化で省エネ： 「知った」「動いた」
（＝情報の非対称および動機の分断の解消）

管理委託業者

具体的に指示されれば
動けますよ。

他にも同じような余地が
ありそうです。

総務・施設
担当者

問題がなさそうなら、
委託業者に早速やって

もらおう！

利用者

短縮されても特に問題は
感じません

合理化で省エネ
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政策パッケージにおける
VAの位置づけ



省エネ法は一巡した
エネルギーの使用を合理化する法律

民生部門:  
- トップランナー規制： 機器、自動車の効率規制・ラベル
- 建築物の断熱基準等
産業部門：
- エネルギー管理組織体制の構築義務づけ
- 省エネ診断・設備導入補助金等
運輸部門:
- 燃費基準・ラベル等

過去に大きな成果があった。
だが効果は飽和傾向にある。
過度な介入による経済効率の低下という「政府の失敗」の
リスクは高まりつつある。



出典：Grubb, Neuhof and Carraro (2014)

日本のエネルギー価格は高水準にある



自主的取り組み(ＶＡ）の位置づけ

日本は「ＶＡだけ」ではない・・・省エネ法やエ
ネルギー諸税などの取り組みを補完。

日本は世界最高のエネルギー効率・規制水
準。エネルギー価格（税）水準も高い。

→政策強化に慎重を要する中での選択がＶＡ。
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合理的活動促進：
情報や協調の不足を除く

炭素価格:
コスト計算を変える

長期的投資：
民間だけで出来ない投資

省エネ法
自主的取り組み

税、ETS 技術開発政策

表 温暖化対策パッケージの３本柱

(IPCC AR5, Stern Review, Grubb et al 2014, 杉山&若林 2012)



出典： Grubb, Neuhof and Carraro (2014)

政策パッケージの３本柱



VAの役割

エネルギーの費用

設備他の費用

効率性の
フロンティア

現実の企業

VA（&省エネ
法)の役割
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VAと炭素価格

「VAが暗黙に炭素価格を付けるもの（第２の柱）」

だとすると、フリーライダーへの対処、目標未達時
の罰則が必要、といった議論の流れになる。

だが、「VAは経済合理的な範囲での最大限の効

率改善を図るもの（第１の柱）」だとすると、そのよ
うな議論は不要になる。

VAは、前者と認識をする人も多いが、後者のほう
が日本の実態に合っていた（省エネ法と同様）。

なお経営の実際では、第１の柱と第２の柱の間は
あいまいな領域がある。
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VAの効果検証



実効性について： 待機電力

VAにより他国にない成果。

例．待機電力。日本はＶＡにより最速(2003
年）、包括的（全機種）、野心的（1W）の目標
を掲げ、達成。

14図 待機電力削減の各国目標

参考資料：

若林「家電業界による待機電力削減の自主的
取り組み」，杉山・若林『温暖化対策の自主的取
り組み』 （エネルギーフォーラム）第2章
Wakabayashi, Voluntary business activities 
to mitigate climate change: Case studies in 
Japan, Energy Policy, 2013, vol. 63, pages 
1086-1090



実効性について： 経団連VAP
ＦＵ制度の存在： 目標は絶えず強化された

“早期に目標を達成できた場合，目標値を引き上げ
る方針が（国から）示されており，政府審議会で
の指摘を受けて，新たな目標水準を会員企業と
協議した” （電中研インタビュー調査より）

「行動」の強化がみられた

“自主行動計画を契機に会員企業の協力を得てサ
ンプリング調査を継続．エネルギー消費実態や
対策の実施状況を把握し，業界横断的対策の横
展開につなげている” （同）
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業界団体の自主行動計画の策定は，小規模企業に
対し，早期の取り組みを促した

統計的な有意差なし

所
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実効性 経団連VAP
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長期的な効果： 技術開発
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COURSE50の開発スケジュール

出典： 日本鉄鋼連盟HP(http://www.jisf.or.jp/course50/research/)
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出典： Thollander and Palm (2012)

長期的な効果：VAによる省エネフロンティアの深堀り



VAの目標とフォローアップのあり方



数値目標（１） 価値と責任

数値目標は業界・企業の自主的な「管理目
標」としての利用価値がある。（木村「省エネ法による

工場規制の効果」，杉山・木村・野田『省エネルギー政策論』（エネルギー
フォーラム）第3章，p.132）

また社会的公約でもあるので、不遵守の場
合は説明する責任がある。
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数値目標 （２）限界

ベースラインの設定にも、目標の達成にも、
不確実性がつきまとう。

要因： 経済成長、産業構造変化、エネルギー価格
変化、為替（国際比較の場合）、製品構成の変化、
技術の変化…等々

善意ある企業でも、目標の達成を確実にする
ことはできない。

目標設定を厳密にすること、及び、目標達成
を追求することには、限界がある。
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数値目標 （３）今後について

全業種共通の指標には限界あり。

外形的な目標値や（原単位・絶対量などの）

単純な指標は、取り組みの程度の把握や相
対評価として不適切。

目標達成の強制は、野心性を妨げるため不
適切。
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行動目標について

今後は、数値目標だけでなく、行動目標とそ
の実施を主要なFU対象とすべき。

行動目標の例．「省エネ診断の実施」，「省エネ設
備投資の実施」，「省エネガイドライン作成・セミ
ナー開催」等を通じ、会員企業の省エネ・温暖化
対策への取り組みを後押しする
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参考資料：
大橋忠晴 日商副会頭「今後の地球温暖化対策の検討にあたって」
（第39 回 中環審・産構審合同会議における意見書）
若林「日本の環境自主行動計画」 ，杉山・若林『温暖化対策の自主的
取り組み』 （エネルギーフォーラム）第4章
杉山「自主的取り組みへの疑問に答える」 ，前掲書 第6章



研究課題

1. 実効性についてのエビデンスを増やす。特に行
動面の定量評価が有望。

2. 政策パッケージとしての評価（⇔現実は複雑で
個別政策評価に限界IPCC AR5 Ch15）；炭素価
格比較、政府の失敗vs市場の失敗のバランス

3. 長期的な効果（省エネ深堀、技術革新）の評価

4. VAの動機（効率改善への競争意識、フリーライ
ダーが無いとの安心感、単なる横並び．．）

5. 国内のFU、国際的なP&Rのあり方
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